
 

 

 

 

４ 新公会計事務 

 

(1) 資産と費用の区分誤り 

 

監査（検査）実施年月日（委員：―年―月―日、事務局：平成27年６月15日から同年７月30日まで） 

 

 
 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

総務部 

契約局 

総務委託物品課 

 

１ 要件定義・基本設計業務については、資産として公有財産台帳に登載する

必要があるが、資産ではなく費用として処理した結果、財務諸表上の費用が

過大に、公有財産台帳上及び財務諸表上の固定資産が過小となっていた。 

 

契約名称 契約期間 金額 

大阪府電子調達システムに係る質疑

制度システム構築 要件定義・基本

設計業務 

平成26年６月23日から 

同年９月30日 
7,020,000円 

 

 

２ システム開発業務のうち教育・研修に関する支出については、費用として

処理する必要があるが、費用ではなく資産として処理した結果、財務諸表上

の費用が過小に、公有財産台帳上及び財務諸表上の固定資産が過大となって

いた。 

 

契約名称 契約期間 金額 

大阪府電子調達システムに係る質

疑制度システム構築 システム開

発業務 

平成26年10月１日から 

 平成27年３月31日 

47,034,000円 

（※） 

（※）うち、教育・研修に関する支出 1,321,488円 

 

保有ソフトウェアの実態を公有財産台

帳において適切に表すため、１について

は当該支出を資産計上するよう速やかに

是正されたい。２については当該支出を

費用計上するよう速やかに是正された

い。 

また、固定資産計上基準等を正しく理

解し、適正な事務処理を行われたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 平成26年度に費用として計上した

「大阪府電子調達システムに係る質

疑制度システム構築 要件定義・基本

設計業務」に係る経費（7,020,000円）

について、固定資産として公有財産台

帳に計上のうえ、新公会計における費

用計上を訂正した。 

 

２ 平成26年度に公有財産台帳に固定

資産として計上した「大阪府電子調達

システムに係る質疑制度システム構

築 システム開発業務」に係る経費

（47,034,000円）のうち、教育・研修

に関する支出について、公有財産台帳

上の価格を減額し、新公会計における

費用として計上した。 

 

 なお、平成28年度契約案件からシステ

ムに係る経費支出の際、経費明細を費用

と資産に区分する調書を添付すること

とした。 

【大阪府公有財産台帳等処理要領（抜粋）】 

別表４ 固定資産計上基準表 

【固定資産計上の基本方針】 

 １．取得時点での取引価格（購入代価等）だけではなく、その財産を取得する

ために要した付随的支出（詳細設計費など）も含めて資産として計上する。 

 

【4】 特に留意すべき固定資産計上の考え方（インフラ資産等）  

１ インフラ資産についても、事業用資産に準じ、固定資産計上基準をもとに

資産計上する。 

 

【大阪府財務諸表作成基準及びその

注解】 

第 15条第６号関係 

ソフトウェアの取得原価には、そ

の取得並びに製作に要した費用を

含める。ただし、その利用により

将来の収益獲得若しくは費用削減

が確実であると認められる場合に

のみ計上する。 

 



 

 

 

 

 

 

監査（検査）実施年月日（委員：－年 －月 －日、事務局：平成27年６月15日から同年７月30日まで） 

 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

選挙管理委員会

事務局 

 

 システム改修業務については、資産として公有財産台帳に登載する必要があ

るが、資産ではなく費用として処理した結果、財務諸表上の費用が過大に、公

有財産台帳上及び財務諸表上の固定資産が過小となっていた。 

 

契約名称 契約期間 金額 

選挙投開票速報システム改修業務

（期日前・不在者チェック機能構築） 

平成27年２月16日～ 

同年３月31日 
2,397,600円 

 

 

保有ソフトウェアの実態を公有財産台帳に

おいて適切に表すため、当該支出を資産計上す

るよう速やかに是正されたい。 

また、固定資産計上基準等を正しく理解し、

適正な事務処理を行われたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当該支出は、公有財産台帳及び財務会計

システムに資産として計上した。 

 今後も引き続き、会計局の指導及び固定

資産計上基準等に従い、適切な事務処理を

行う。 

【大阪府公有財産台帳等処理要領（抜粋）】 

別表４ 固定資産計上基準表 

【固定資産計上の基本方針】 

 １．取得時点での取引価格（購入代価等）だけではなく、その財産を取得する

ために要した付随的支出（詳細設計費など）も含めて資産として計上する。 

 

【5】 特に留意すべき固定資産計上の考え方（インフラ資産等）  

１ インフラ資産についても、事業用資産に準じ、固定資産計上基準をもとに

資産計上する。 

 

【大阪府財務諸表作成基準及びその注解】 

第 15条 

第６号関係 

ソフトウェアの取得原価には、その取得

並びに製作に要した費用を含める。ただ

し、その利用により将来の収益獲得若し

くは費用削減が確実であると認められる

場合にのみ計上する。 

 



 

 

 

 

 

 

監査（検査）実施年月日（委員：－年 －月 －日、事務局：平成27年６月８日から同月17日まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

健康医療部 

保健医療室 

地域保健課 

 

 

  

大阪府こころの健康総合センター統合窓口設置工事に係る工事費についての全

額（1,836,000円）が費用計上されていたが、内容を精査したところ、工事費の一

部については本来資産計上すべきものであった。 

その結果、平成26年度の財務諸表において資産が過小に、費用が過大に計上され

ていた。 

 

工事内容 資産名 計上金額 

空調設備工事 建物付属設備（冷暖房設備） 419,040円 

地下１階改修工事 建物付属設備（可動間仕切り） 657,936円 

１階出入口改修工事 建物付属設備（可動間仕切り） 506,736円 

合計  1,583,712円 

 

 

保有資産の実態を公有財産台帳におい

て適切に表すため、速やかに修正を実施

されたい。 

また、固定資産計上基準等を正しく理

解し、適正な事務処理を行われたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

平成27年９月に、室・課内職員に監

査結果の情報共有を行った。 

また、平成27年10月15日に、公有財

産台帳等管理システムに当該資産の資

産計上を行った。 

今後は、公有財産台帳等処理要領の

規定（固定資産計上の基本方針）に基

づき、適正な事務処理を徹底する。 

【公有財産台帳等処理要領】 

別表４ 固定資産計上基準表 

（固定資産計上の基本方針） 

２. 取得後に、当該資産の価値を高

め、又はその耐久性を増すことに要

した支出は資産として計上する。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

監査（検査）実施年月日（委員：平成－年－月－日、事務局：平成27年６月19日から同年７月10日まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

環境農林水産部 

環境管理室 

環境保全課 

 

 

 

大阪府気象観測局（末広公園局）において、微小

粒 

子状物質計を設置・固定するための鋼製架台の設置

工事を行い、523,756円を支出している。当該支出の

うち、 

既存設備の撤去に要した84,943円は、費用として計

上 

すべきであったが資産に含めて計上していた。 

 

固定資産保有の実態を公有財産台帳において適切

に表すため、既存施設の撤去解体に要した支出は資

産計上しないように是正されたい。 

 

 

当該工事について、既存施設の撤去に要した金

額を財務諸表上の費用として仕訳を行い、公有財

産台帳の減額修正を行った。 

 また、本件の是正に当たり室内所属職員へ検出

事項等の内容を周知した。 

 今後は、大阪府公有財産台帳等処理要領の規定

に基づき、適正な事務処理に努める。 

【大阪府公有財産台帳等処理要領】 

別表４ 固定資産計上基準表 

【固定資産計上の基本方針】 

 １ （略） 

 ２ 取得後に、当該資産の価値を高め、又はそ

の耐久性を増すことに要した支出は資産と

して計上する。なお、この場合における付随

的支出についても前項の規定を準用する。 

 ３ （略） 

 ４ 既存施設の撤去解体に要した支出につい

ては資産計上しない。 

 

 



 

 

 

 

 

監査（検査）実施年月日（委員：平成－年－月－日、事務局：平成27年７月６日から同月８日まで） 

 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

都市整備部 

港湾局 

 

 

 

工作物の新設及び重要な機能を有する部分の更新に関する支出について

は、資産として公有財産台帳に登載する必要があるが、資産ではなく費用と

して処理した結果、財務諸表上の費用が過大に、公有財産台帳上及び財務諸

表上の固定資産が過小となっていた。 

 

工事契約名称 契約期間 金額 

淡輪・箱作海岸箱作地区フェン

ス設置工事 

平成26年６月18日から 

同年７月31日まで 
1,782,000円 

阪南港外 港湾施設補修等工事

※ 

平成26年８月１日から 

平成27年１月30日まで 
4,012,875円 

※灯浮標の更新工事である。 

 

 

 

保有資産の実態を公有財産台帳において適切に表すため、

当該支出を資産計上するよう速やかに是正されたい。 

 

 

 

監査において検出された不

備事項について、公有財産台

帳管理システムへの資産計上

を行った。 

また、資産と費用の区分誤

りを防止するため、発注時及

び支払時において複数人で確

認するよう港湾局内で周知徹

底を行った。 

今後は、大阪府公有財産台

帳等処理要領に基づき、適正

な事務処理に努める。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【大阪府公有財産台帳等処理要領】 

（台帳の取得登録） 

第４条 財産を取得した場合は、システムを用いて取得

登録を行うものとする。 

（注：システム＝公有財産台帳管理システム） 

 

別表１．公有財産種別種目整理表（抜粋） 

種別 種目名称 摘要 

工作物 囲障 さく、へい、生垣等 

動産 浮標 － 

 

別表４ 固定資産計上基準表 

【固定資産計上の基本方針】 

 １．取得時点での取引価格（購入代価等）だけではなく、

その財産を取得するために要した付随的支出（詳細設

計費など）も含めて資産として計上する。 



 

 

 

 

 

 

監査（検査）実施年月日（委員：－年－月－日、事務局：平成27年６月17日から同年７月３日まで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象受検機関 検出事項 是正を求める事項 措置の内容 

 

住宅まちづくり部 

タウン推進局 

誘致整備課 

 

 

下記工事については、資産価値を高める工事支出であるにも

かかわらず、資産ではなく、費用として処理をした結果、公有

財産台帳及び財務諸表において固定資産としての計上が漏れて

いた。 

 

工事名 契約金額 工事内容 

りんくうタウン

駅ビル防火シャ

ッター改修工事

（その２） 

6,458,400円 

既設防火シャッターに、

閉鎖中における挟まれ事

故防止のための危害防止

装置を設置（西棟12か所、

東棟１か所） 
 

 

固定資産の実態を適切に表すため、当工事の支出を資

産計上するよう速やかに是正されたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当該工事について、公有財産台帳に登載及

び財務諸表上必要な複式仕訳を入力すること

により、是正を行った。 

今後は、大阪府公有財産台帳等処理要領に

基づき、適正な事務処理に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【大阪府公有財産台帳等処理要領】 

別表４ 固定資産計上基準表 

【固定資産計上の基本方針】 

 １ （略） 

 ２ 取得後に、当該資産の価値を高め、又はその

耐久性を増すことに要した支出は資産として

計上する。なお、この場合における付随的支出

についても前項の規定を準用する。 

   （以下略） 


